
沖縄県の国民年金保険料の納付率向上に向けた取組
（沖縄プロジェクト）
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年 代 沖縄県 全国計 差分

20歳台 34.0% 60.7% ▲26.7pt

30歳台 45.5% 63.1% ▲17.6pt

40歳台 53.5% 68.4% ▲14.9pt

50歳台 58.2% 73.7% ▲15.5pt

60歳台 79.9% 88.7% ▲8.8pt

合 計 51.2% 68.1% ▲16.9%

年 代 沖縄県 全国計 差分

20歳台 49.7% 72.6% ▲22.9pt

30歳台 55.0% 69.9% ▲14.9pt

40歳台 61.8% 73.8% ▲12.0pt

50歳台 65.5% 77.6% ▲12.2pt

60歳台 73.4% 84.5% ▲11.2pt

合 計 61.5% 74.6% ▲13.1%
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１．沖縄プロジェクトの発足
○ 沖縄県における国民年金保険料の納付率については、他の都道府県に比べて著しく低い状況にあったことか

ら、沖縄県民に国民年金制度を浸透させ、納付率の向上を図るため、令和元年8月に「沖縄プロジェクト」
を発足しました。

沖縄プロジェクト発足時の状況

【表１-１】プロジェクト発足時の現年度納付率 【表２-１】年代別の現年度納付率

（45位） （46位） （47位）

全国との差
16.9％

【表２-２】年代別の最終納付率【表１-２】プロジェクト発足時の最終納付率

〔平成30年度末〕
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全国との差
13.1％
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若年者が保険料を支払うために何が必要だと思いますか。
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沖縄プロジェクトの取組概要

【参考】若年者向け国民年金に関する県民意識調査の結果（抜粋）
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問問

（１）沖縄県全体の統一施策による収納対策の実施

① 沖縄県内の6年金事務所に職員50名を増員
➣ 未納者への納付書及び特別催告状の送付
➣ 免除ＴＡ、失業特例勧奨、臨時特例免除勧奨
実績：約216.4万件（うち令和4年度：約50万件）

➣ 各種文書送付後、沖縄県独自のコールセンターによる架電
実績：約81.8万件（うち令和4年度：約15.6万件）

➣ 休日・夜間を含めた戸別訪問による納付督励と免除勧奨
実績：約19.3万件（うち令和4年度：約9.6万件）

② 広報活動の強化
➣ 若年者向け県民意識調査の実施
➣ 機構ＨＰやＳＮＳ(ツイッター）を活用した制度周知
➣ 教育機関（高校・大学等）での年金セミナーの開催
➣ 企業や関係団体での地域年金展開事業の実施
実績：367回（うち令和4年度：169回）

（２）市町村との連携強化

① 水島理事長の沖縄表敬訪問（令和2年1月）
➣ 沖縄県知事、那覇市長、浦添市長、宜野湾市長
➣ 琉球新報社、沖縄タイムス社

② 個別連携会議の設置（令和2年2月）
➣ 事務所と市町村の課題を共有し、連携した取組の実現を
図るため、四半期ごとに開催

③ 記事掲載関係
➣ ラジオ県民室における制度案内
➣ 広報誌「美ら島沖縄」への記事掲載
➣ 新聞広報「県民サロン」への記事掲載
➣ 制度周知チラシの設置（県税事務所、福祉事務所、自動車
税事務所、自治研修所、国税事務所、税務署、金融機関
ハローワーク、ローソン沖縄、沖縄国際大学、名桜大学等)
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２．沖縄プロジェクトの成果
○ 沖縄プロジェクトにおいては、若年層への制度の理解を求めるための取組等を実施してきた結果、令和４年

度末の納付率は、発足から３年半で全国との差を現年度で11.3ポイント、最終で8.7ポイント縮めるととも
に、全国順位も大阪府を抜き、機構発足後初めて46位となりました。
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【表３-1】県別納付率の推移(現年度納付率)

21.5pt

【表３-２】県別納付率の推移(最終納付率)
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○ これまで全国と比較し、著しく低調だった20～24歳台の納付率については、発足から３年半で現年度で
26.5ポイント、最終で17.6ポイント改善し、全国との差を現年度、最終ともに14.5ポイント縮めることが
できました。

○ 沖縄プロジェクトとして、県民生活の安定に向け、着実な成果を積み上げてきましたが、令和5年度も現在
の体制を維持することにより、現年度納付率で全国平均に到達できるよう取組を継続してまいります。

76.0%

64.4%
67.6%

72.5%

76.2% 77.4% 78.2%
81.2%

58.0%
53.9%

60.1%

68.2%
71.6%

73.8% 74.5%
77.8%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳

全国計 東京都

大阪府 沖縄県

【表４－１】年代別現年度納付率の推移
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【表４－２】年代別最終納付率の推移
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○ 統一施策による収納対策の実施、市町村との連携強化に取り組んできた結果、24か月未納者数について、発
足から３年半で2.1万人から0.9万人と56.9%減少し、全国平均の減少幅35.3％を大幅に上回りました。
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【表５－１】沖縄県の24ヵ月未納者数の推移 【表５－２】全国の24ヵ月未納者数の推移


